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Analysis of historical individualization  
in the wage system after World War II:  
A case of major electronics manufacturer company X 
 








































本論で取り上げる X 社は明治に創設された 2 つの製造企業を前身としてい




X 社における戦後の賃金制度の歴史は、大きく 3 つの時期に区分することがで
きる。第 1 期は戦後から 1950 年代の高度成長前夜期であり、戦時統制経済下にお
ける賃金統制令によって確立された年功賃金が踏襲された時期である。第 2 期は
1960 年代から 1980 年代の高度成長期・安定成長期であり、年功賃金と仕事賃金


























1947 年 7 月の経営協議会において、労働組合側が「新賃金」を要求したことか
ら始まった。これに対して経営側は賃金体系を整理した新たな改正案を提出し、
労働組合側の修正要求を聞き入れる形で協議が進められた。大きな対立点はみ








（注 2） 各事業場の 1 人当売上高が基準生産高に達しない時、および 1 人当生産高に達
しない時は、旧臨時生産割増金の基準により計算する。 







X 社は 1952 年に戦後以降、遅れていた人事管理制度の整備に取り組みはじめ、
人事制度では工員の資格制度の全社統一を実施し、賃金制度では増産奨励金を
廃止し新たに「作業給」を導入した11。 

































































の「職群」と24、これに「習熟度」を加味した 高 6 ランクの等級に、事務・
技術職はその合計点と職種の「複雑・困難性」によって職種は 3 つの「職群」
と 2～3 ランクの「等級」にそれぞれ区分された（図表 2 を参照）。 
 
図表 2 職群と等級（技能職） 
 
（注）（  ）は 長年数、○は 短年数を示す。 































いた金額が支給された35（図表 3 を参照）。 
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みに基づいて、以下では X 社の賃金決定の変遷の特質を分析することにする。 
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年度版』p.60、全日本金属産業労働組合協議会（1995）「X 社」『賃金体系と処
遇制度』p.65、及び全日本電機・電子・情報関連産業労働組合連合会（2004）































図表 7 賃金決定の変遷の特質の整理 


























象期間は 2000 年頃までにとどまり、2000 年以降の分析が行われていない。
2000 年以降の 20 年間の間に日本企業を取り巻く経営環境は大きく変化してお


















4 X 社社史編纂室編（1963）p.403 を参照のこと。 
5 X 社社史編纂室編（1963）p.210 を参照のこと。 







は長期化した。これらの詳しい説明は X 社社史編纂室編（1963）pp.264-270 及
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職の仕事給は 1967 年 6 月から、班長代理以上の監督職と主任・主務の仕事給は
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算額の 1/2）が設定されている（X 社労働組合（2002）『第 247 回中央委員会議案
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